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1. はじめに 

 2023 年夏（6-8 月）、北日本近海では海面水温（SST）

が記録的に高い状態が持続した。特に三陸沖では、

黒潮続流の顕著な北上に伴い、海面付近に限らず表

層水温全体が異常に高かった。他方、この夏の日本

国内の平均気温は 1898 年以降で最も高く、かつ北の

地方ほど気温偏差が著しかった（第 1 図）。特に北日

本の夏の平均気温は+3.0℃で、2 位以下を大きく引き

離しての高温記録更新となった（気象庁 2023b）。 

気象庁異常気象分析検討会は、北日本の異常高温

の一因として近海の高い海水温による影響を挙げた

（気象庁 2023a）。本稿では、当検討会における議論

を発展させて、北日本近海の記録的に高い海水温が

北日本の暑夏に与えた影響について調査した結果を

報告する。 

 
第 1 図 2023 年夏（6～8 月）平均気温平年差 

 

2. 使用データと解析手法 

大気循環場の解析には気象庁第 3 次長期再解析

（JRA-3Q; Kosaka et al. 2024）を用いた。SST 及び海

洋表層の解析には MGDSST（Kurihara et al. 2006）及

び MOVE/MRI.COM-JPN 北太平洋域（NPR）モデル

データ（Hirose et al. 2019）をそれぞれ用いた。下層

雲量の解析には MODIS の衛星データ（Hubanks et al. 

2020）を用いた。MODIS データでは下層雲は雲頂気

圧が 680hPa 以上の雲と定義されている。ただし、こ

のデータはパッシブセンサーによる観測に基づくた

め、中・上層雲と重なり合った場合に下層雲の検出

ができていない可能性がある。そのため random 

overlap（Weare 2000）を仮定して下層雲量を補正した。 

平年値期間は 1991～2020 年とし、偏差は平年値か

らの差で定義した。ただしデータが揃う期間の都合

上、MODIS 及び MOVE/MRI.COM-JPN はそれぞれ

2003～2022 年、1993～2022 年を平年値期間とした。 

 

3. 解析結果 

3.1 夏平均の海洋や大気の循環場 

まず第 2 図に 2023 年夏（6～8 月）平均の SST 偏

差、100m 深水温偏差、100m 深流速、2m 気温（SAT）

偏差、850hPa 気温偏差の分布を示す。北日本周辺海

域では、日本海及び三陸沖いずれにおいても顕著に

SST（第 2 図(a)）が高く、日本海北部で標準偏差の 3

倍以上、三陸沖で 4 倍以上の極めて偏差が大きい領

域がみられた。特に三陸沖では 100m 深においても

極めて水温が高く（第 2 図(b)）、これは黒潮続流が顕

著に北上していた（第 2 図(c)）ことと対応している。

直上の大気については、SAT 偏差（第 2 図(d)）も SST

偏差と同様に異常に高かった。850hPa 気温（第 2 図

(e)）も標準偏差の 2 倍以上の著しい高温偏差であっ

たが、SAT 偏差ほどの異常さではなかった。 

SAT の方が 850hPa 気温に比べて相対的に高温偏

差が大きかったことに関して、日本海及び三陸沖に

おける夏季の SAT と 850hPa 気温の差の年々変動を

第 2 図(f)に示す。いずれの海域においても、SAT と

850hPa 気温差は近年拡大する傾向にあり（t 検定で

信頼水準 95%以上）、1985 年以降では三陸沖では過

去最大、日本海でも過去 2 番目の気温差だった。特

に三陸沖では、2010 年代以降にそうした傾向がより

顕著に見られるようになっている。このことは、北

海道南東方海上で 2010 年～2016 年に突如、毎年夏

に海洋熱波が発生するようになったこと（Miyama et 

al. 2021）とも合致して興味深い。彼らは海洋熱波の

発生要因を黒潮続流から切離された暖水渦の影響と

論じた。850hPa 気温に対して相対的に SAT の高温偏

差が大きくなることには、海洋からの影響が想像さ

れる。



(a) SST 

 
(c) 100m深 流速 

 
(e) 850hPa気温 

 

(a) 100m深 水温 

 
(d) SAT（2m気温） 

 
(f) SAT と 850hPa気温の差 

 

第 2 図 2023 年夏平均の海面水温・表層水温、気温偏差 
(a)は海面水温偏差、(b)は 100m 深水温偏差、(c)は 100m 深の流速（偏差でない）、(d)は 2m 気温偏差、(e)は 850hPa 気温偏
差。(a)、(b)、(d)、(e)は陰影が偏差（℃）で、等値線は平年値期間の標準偏差で規格化した偏差（無次元）で間隔は 1。矩形領
域は後述の日本海[37.5°-42.5°N, 133°-140°N]と三陸沖[37.5°-42.5°N, 142°-149°N]の領域をそれぞれ表す。 

第 3 図に、三陸沖における夏平均の大気下層気温

偏差及び海洋表層水温偏差の鉛直プロファイルを示

す。2023 年夏は対流圏下層全体で気温が記録的に高

く、とりわけ 925hPa よりも下層では地表に近づくに

つれて高温偏差が一層著しくなり、成層安定度が大

気境界層内で特に低下していた。他方、2023 年夏は

海洋表層水温も 1993 年以降で突出して高かった。 

ここで、2023 年と、かつての歴代１位暑夏の 2010

年との違いは注目に値する。対流圏下層では、950hPa

より上層では両年の偏差はほぼ同じであるが、それ

よりも下層については、2023 年は最下層にかけて一

層高温偏差が大きくなるのに対し、2010 年は最下層

にかけて逆に高温偏差が緩和されていた。海洋側は、

2023年は表層全体が異常な高温偏差だったのに対し、

2010 年は 20m より深い層では水温偏差が小さく、そ

れより浅い層のみで水温が正偏差となっていた。こ

れらの気温偏差及び水温偏差の鉛直プロファイルの

特徴からは、2010 年夏は大気が海洋に熱的な強制を



与えたのに対し、2023 年夏は対流圏下層の気温偏差

が海洋の異常な高水温によって支えられていた可能

性が推察される。 

 

第 3 図 三陸沖における夏平均の気温偏差と水温
偏差の鉛直プロファイル 
赤は 2023 年、桃色は 2022 年、紫は 2021 年、水色は

2016 年、緑は 2012 年、橙は 2010 年、鼠色が 1993 年

～2023 年のうち上記以外の年をそれぞれ表す。 
 

3.2 関連する大気海洋間の物理プロセス 

海面での熱及び放射フラックスを解析したところ

（第 4 図）、北日本周辺では正味短波入射フラックス、

下向き長波放射フラックスがいずれも地上気温を加

熱するセンスで平年より大きかった。放射フラック

ス偏差から、直接的には大気から海洋への熱的強制

が平年より大きかったと読み取れるが、それを維持

した物理プロセスに海洋からの影響があった可能性

を考察する。また、三陸沖では潜熱フラックス、顕

熱フラックス偏差ともに大気を加熱するセンスで、

海洋から大気へ熱的強制があった。 

そこでこれらの放射及び熱フラックス偏差をもた

らした大気海洋間の物理プロセスに関して、更に関

連する物理量を解析した。 

 

(a) 正味短波放射フラックス 

 
(b) 下向き長波放射フラックス 

 
(c) 潜熱フラックス 

 
(d) 顕熱フラックス 

 
第 4 図 2023 年夏平均の放射・熱フラックス偏差 
(a)は正味（下向き－上向き）短波放射フラックス、(b)
は下向き長波放射フラックス、(c)は潜熱フラックス

（上向き正）、(d)は顕熱フラックス（上向き正）。 



(1)下層雲-SST フィードバック 

北日本近海における地表の正味短波放射フラック

ス正偏差（第 4 図(a)）には、高い SST 偏差と関連し

て下層雲量が少なかったこと（第 5 図(a)）が影響し

ていると考えられる。下層雲量の負偏差は、三陸沖

では標準偏差の 3～4 倍に相当する顕著なものだっ

た。日本海でも標準偏差の 2 倍程度の負偏差だった。 

気候学的には、夏季の北日本近海は、SST フロン

ト北側の大気下層の安定度が高い領域へ、太平洋高

気圧の縁辺に沿って暖かく湿った空気が南方から移

流される場となる。そのためこの海域では夏季に下

層雲の発生が卓越することが知られている（Klein 

and Hartmann, 1993; Norris and Leovy, 1994）。また、本

州東岸の黒潮続流域の海洋前線帯近傍では SST 変動

と下層雲量変動には有意な負相関（相関係数-0.61、

信頼水準 95%以上で有意）がある（第 5 図(b)）。2023

年夏は、SST が高い海域で下層雲量が少なく、とり

わけ本州東岸周辺は SST 正偏差と下層雲量負偏差が

他の年と比べて突出していた。第 3 図に示したよう

に、SST が高いことによって大気下層の安定度が低

減し、下層雲が形成されにくい環境場となったため

と考えられる。さらに、太陽入射の増加は翻って更

なる SST の上昇をもたらし、下層雲－SST フィード

バック（Norris and Leovy, 1994)を通じて、高い SST

偏差を増幅させた可能性がある。 

 

(2) 水蒸気フィードバック 

北日本周辺の地表での下向き長波放射フラックス

正偏差（第 4 図(b)）は、可降水量正偏差の分布（第

6 図）とよく対応していた。Allan et al. (2004) の診断

式に基づいて可降水量偏差が長波放射フラックスに

与えた寄与を見積もると、北日本周辺の 10～15W/m2

程度の下向き長波放射フラックス正偏差域では、そ

の過半に相当する約+6-9 W/m2 の寄与が推定された

（図略）。この放射フラックス偏差は、地表気温を平

年値に相当する 293K（約 20℃）とすると+1.1～1.6℃

の気温偏差に相当し、温室効果の強化が高温偏差に

重要であったと診断される。 

北日本周辺の比湿偏差（図略）は気温偏差のプロ

ファイル（第 3 図）に対応して下層ほど大きかった。 

(a) 下層雲量偏差 

 
(b) 下層雲量偏差と SST 偏差の散布図 

 
第 5 図 (a)2023 年夏平均の下層雲量偏差[%]と(b)
本州東岸で平均した夏平均の下層雲量偏差と
SST との散布図（2003～2023 年） 
(a) 矩形領域は(b)の散布図で用いた本州東岸周辺領域

[35°-42.5°N, 141°-145°N]を示す。(b) この図の SST
偏差は、1991-2020 年の 30 年平均ではなく、下層雲量

のデータ期間と合わせて 2003～2022 年の 20 年平均値

からのずれ。赤丸が 2023 年を示す。 
 

さらに定性的には高い SST に伴って北日本周辺で海

面からの蒸発が平年より活発だったことも関連して

いる可能性がある（第 4 図(c)）。これらのことは、大

気中、とりわけ高温が著しい対流圏下層の多湿化に

よって温室効果が強化され、水蒸気フィードバック

を介して高温偏差が維持された可能性を示唆する。 

 
第 6 図 2023 年夏平均可降水量平年差 

陰影は平年差[mm]。等値線は平年値期間の標準偏差で
規格化した偏差（無次元）で間隔は 1。 



(3) 大気境界層の加熱 

顕熱フラックス（第 4 図(d)）は、特に三陸沖の SST

が高い海域においては海洋が大気を直接加熱するセ

ンスの偏差となっており、高い海水温が下層大気よ

り熱を保持するように寄与した。 

 

4．まとめ 

 2023 年夏の北日本の記録的暑夏について、近海の

顕著に高い海水温の影響を調査した。黒潮続流の顕

著な北上に伴い海洋表層全体が高温となっている状

況下で、地表気温も異常に高い状態であった。気温

及び水温偏差の鉛直プロファイルからは、2023 年夏

は海洋の高温が地上気温の高温を支えた可能性が考

えられる。さらに偏差場の維持に関与したとみられ

る大気と海洋間の物理プロセスを解析したところ、

記録的に高い海水温の影響について、①下層雲-SST

フィードバック、②水蒸気フィードバック、③大気

境界層の直接的な加熱が関与していた可能性が示唆

された。 
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